
　

１　決算規模

　 平成22年度の市町村の普通会計決算額は、
百万円 （  Ｈ21 ： 百万円  、差額 百万円 、 増 ）
百万円 （  Ｈ21 ： 百万円  、差額 百万円 、 増 ）

歳入については、繰入金や繰越金等が減少したものの、地方交付税の増加や臨時財政対策債の増加
により、対前年度3.5％の増となった。歳出については、人件費や補助費等が減少したが、扶助費や積立
金等が増加したことにより、対前年度3.1％の増となった。

第１表　　決算規模の状況
（単位：千円、％）

平成20年度 平成21年度 平成22年度

２ 決算収支

（１） 実質収支
平成22年度の歳入歳出差引額（形式収支）から、繰越事業への充当財源として翌年度に繰り越すべき

額を控除した実質収支総額は、17,773百万円(Ｈ21：14,105百万円)の黒字となっており、41団体（11市11
町19村）、全てにおいて黒字となっている。

（２） 単年度収支
現年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収支の総額は、3,757百万円の黒

字（Ｈ21：2,827百万円）となっている。

（３） 実質単年度収支
単年度収支に財政調整基金の積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金の取崩額を差

し引いた実質単年度収支の総額は、17,228百万円の黒字（Ｈ21：7,615百万円）となっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

歳出

となっている。

歳入総額　：
歳出総額　： 625,583

都市計
町村計

401,920,361
155,518,429

区　　　分

（１）平成22年度市町村決算の概要（普通会計）

第１図　決算規模の推移
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第２表　　決算収支の状況
（単位：千円）

歳入総額
A

歳出総額
B

形式収支
A-B C

翌年度に繰り越
すべき財源 D
実質収支

C-D E
単年度収支

F
財政調整基金
積立金 G
繰上償還金

H
積立金取崩し額

I
実質単年度収支

F+G+H-I J

３ 歳入

2,683,777

区　　分
都　　市　　計

平成21年度 平成22年度

3,783,226

11,664,843

11,960,637

4,349,495 8,511,722

641,322 1,597,027

2,027,387 2,927,323

8,826,287

181,880,844

3,234,978 1,075,435

12,488,944 14,348,620

445,902,658 466,773,039

433,413,714 452,424,419

3,662,657

平成21年度 平成22年度
町　　村　　計

平成21年度 平成22年度
市　町　村　計

7,616,335 8,722,603

626,912,593 648,653,883

606,807,314 625,582,660

20,105,279

173,393,600 173,158,241

181,009,935

2,338,087 2,614,608

6,107,995

799,860 829,693

5,278,248

4,868,239 5,892,941

88,022 538,792

1,924,352 1,994,172

3,831,769 5,267,254

3,757,016

9,217,734 14,404,663

6,000,744 5,298,385

14,104,535 17,772,838

23,071,223

7,614,995 17,227,891

5,159,330 3,069,607

729,344 2,135,819

2,827,247

  歳入の内訳を構成比でみると、地方交付税が146,924百万円（構成比22.7％）で最も高く、続いて国
庫支出金が144,489百万円（構成比22.3％）、地方税140,227百万円（同21.6％）、地方債60,308百万円
（同9.3％、うち臨時財政対策債26,442百万円、4.1％）、都道府県支出金55,097百万円（同8.5％）の順
となっており、依存財源である地方交付税や国庫支出金が自主財源である地方税を上回る結果となっ
た。

　地方税等の自主財源総額は215,926百万円で、前年度に比べ5,246百万円、2.4％の減で、歳入総額
に占める割合（自主財源比率）は33.3％となっている。繰入金や繰越金等の自主財源が減少する一
方、地方交付税等の増加で依存財源が増加したことにより、前年度（35.3％）に比べ、2.0ポイントの減
となっている。
　これを全国平均（H21：44.4％）と比較すると、11.1ポイント低くなっている。

　主な歳入項目を前年度比較でみると、自主財源は、固定資産税の増加等により地方税が前年度比
3,872百万円（2.8％）の増となったものの、繰入金が3,271百万円（21.9％）の減、繰越金が5,347百万円
（21.7％）の減、寄付金が1,721百万円（74.1％）の減となったことにより、全体として5,246百万円（2.4％）
の減となっている。
　依存財源の状況をみると、地方交付税が12,240百万円（9.1％）の増、県支出金が6,069百万円
（12.4％）の増、地方債が8,642百万円（16.7％）の増となったことにより、全体として26,988百万円
（6.7％）の増となっている。
　また、地方税に地方交付税等を加えた一般財源の総額は305,971百万円で、前年度比16,252百万円
（5.6％）の増となっており、歳入全体に占める割合は前年度（46.2％）に比べ、1.0ポイント増の47.2％と
なっている。

　これを都市・町村別にみると、都市では国庫支出金（24.1％）が最も高く、続いて地方税（23.8％）、地
方交付税（20.1％）の順となっているのに対し、町村では地方交付税（29.3％）、国庫支出金（17.6％）、
地方税（16.0％）の順となっている。町村では都市に比べてより地方税等の自主財源の割合が少なく、
依然として地方交付税や国庫支出金等の依存財源の割合が多くを占めている。



第３表　　歳入決算の状況
（単位：千円、％）

自主財源
　 地方税
　 分担金及び負担金
　 使用料
　 手数料
　 財産収入
　 寄附金
　 繰入金
　 繰越金
　 諸収入

依存財源
　 地方譲与税
　 利子割交付金
　 配当割交付金
　 株式等譲渡所得割交付金
　 地方消費税交付金
　 ゴルフ場利用税交付金
　 自動車取得税交付金
　 地方特例交付金
　 地方交付税
　 交通安全対策特別交付金
　 国庫支出金
　 国有提供施設等所在市町村助成交付金
　 都道府県支出金
　 地方債
　　　（うち臨時財政対策債）

歳入合計
  　　うち一般財源
(注） うち一般財源は､地方税､地方譲与税､利子割交付金､配当割交付金､株式等譲渡所得割交付金､地方消費税交付金､ゴルフ場利用税交付金､自動車取得税交付金､地方特例交付金、地方交付税の

計である。

また､構成比については､各項目の計と合計値が端数調整のため一致しない場合がある。

（注）全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除く。
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（単位：％）第２図　歳入決算額の構成比（市町村計）

（注）各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。

第３図　歳入決算額の構成比（都市・町村別）

第４図　自主財源比率の推移

（単位：％）
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４　歳出
（1) 目的別歳出の状況

第４表　目的別歳出決算の状況
<H22決算額> （単位：千円、％）

（注）　構成比については、各項目の計と合計値が端数調整のため一致しない場合がある。

3.1100.0 △ 0.1 625,582,660 100.0452,424,419 100.0 4.4 173,158,241
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0 0.0 － 0 0.0 － 0 0.0 － 
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0.1 12.4 489,937 0.1249,996 0.1 532.5 239,941
1.4 81,997,546 13.1 △ 1.712.9 △ 2.8 23,850,143 13.8
9.7 14,883,078 2.4 2.42.1 △ 1.2 5,312,998 3.1

△ 1.1 77,742,370 12.4 5.612.9 7.9 19,192,187 11.1
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108.4
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19.0
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0.4

△ 2.2
構成比
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12,169,193 7.0 11.4 36,353,289

58,147,403

増減率
2,060,168 1.2 △ 1.1 5,280,984 0.8 △ 1.8

決算額

5.3

前年度繰上充用金

歳出合計

諸支出金

決算額
3,220,816

24,184,096

64,536,524

3,497,681
58,550,183
9,570,080

衛生費
労働費
農林水産業費

公債費

教育費
災害復旧費

区　　　　　分

議会費
総務費
民生費

構成比 増減率
0.7

市　町　村　計都　　市　　計

商工費
土木費
消防費

町　　村　　計
決算額 構成比 増減率

総務費 15.6

民生費 34.7

土木費 12.4

教育費 13.1

公債費 8.9

その他 10.7

農林水産業費 4.7

（単位：％）

（注）　各項目の計と合計値は端数調整のため一致しない場合がある。

第５図　目的別歳出決算の構成比（市町村計）

　目的別歳出の内訳を構成比でみると、民生費が216,844百万円（構成比34.7％）で最も大きく、続
いて総務費97,501百万円（同15.6％）、教育費81,998百万円（同13.1％）、土木費77,742百万円（同
12.4％）、公債費55,391百万円（同8.9％）の順となっている。
　これを都市・町村別の構成比で比較すると、都市、町村ともに民生費の割合が最も高くなってい
るが、都市では生活保護の実施等により民生費の割合が38.6％となっており、町村の24.4％に比
べ14.2ポイント高くなっている。また、都市、町村ともに２番目に割合が大きい総務費では、町村の
割合が19.0％となっており、都市の14.3％に比べて4.7％ポイント高くなっている。
　次に前年度比較で増減状況をみると、民生費が子ども手当の支給や生活保護費の増加等により
29,973百万円(16.0％）の増、土木費が公営住宅建替事業の増加等により4,089百万円（5.6％）の
増、労働費が緊急雇用創出事業等の増加により1,531百万円（108.4％）の増、農林水産業費が農
水産加工施設整備事業等の減により3,645百万円（11.1％）の減、商工費が定額給付金事業の終
了等により13,467百万円（69.6％）の減となっている。



（単位：％）

性質別歳出の状況　

第６図　目的別歳出決算構成比（都市・町村別）
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　性質別歳出の状況をみると、義務的経費が289,487百万円（構成比46.3％）、投資的経費132,098百
万円（同21.1％）、その他経費203,997百万円（同32.6％）となっている。
　また、前年度比較で増減状況をみると、義務的経費が23,434百万円（8.8％）の増、投資的経費が
638百万円（0.5％）の増、その他経費が5,296百万円（2.5％）の減となっている。
　これを都市・町村別の構成比で比較すると、都市では扶助費の割合が26.2％と高く、義務的経費が
50.3％となっており、町村の35.8％に比べて14.5ポイント高くなっている。一方、町村では投資的経費
が25.1％となっており、都市の19.6％に比べて5.5ポイント高くなっている。

　義務的経費の内訳をみると、人件費が96,939百万円で、職員給や退職金の減等により前年度に
比べて3,150百万円（3.1％）の減となっている。
　扶助費は137,182百万円で、子ども手当支給費の皆増や生活保護費の増加等により前年度に比
べて27,185百万円（24.7％）の大幅な増加となっている。
　公債費は55,366百万円で、一般単独事業債等の元金償還金減少により前年度に比べて601百万
円（1.1％）の減となっている。

ア．義務的経費

　投資的経費の内訳をみると、普通建設事業費が131,608百万円で、前年度に比べて398百万円
（0.3％）の増となっている。このうち、補助事業費は89,427百万円で、小中学校整備事業や体育施
設整備事業費等の減により、前年度に比べて4,727百万円（5.0％）の減となっている。また、単独事
業費は41,334百万円で、庁舎建設事業費や公共施設用地の取得費等の増により、5,416百万円
（15.1％）の増となっている。
　なお、補助事業費と単独事業費の構成比をみると、本県市町村平均が補助事業費14.3％、単独
事業費6.6％となっているのに対し、全国市町村平均（平成21年度）は補助事業費5.8％、単独事業
費8.6％と対照的な構成比であり、特に補助事業費9.5％の構成比差（平成21年度本県市町村平均
15.5％）が顕著である。これは、本県の場合、自主財源が乏しいなかで、沖縄振興計画に基づく諸
施策の推進等により、補助事業費の構成比が高くなっていることによるものである。
　災害復旧事業費は、490百万円で前年度に比べて240百万円（95.9％）の増となっている。これは
台風による災害の増等によるものである。

イ．投資的経費

　その他経費は、203,997百万円で前年度に比べて5,296百万円（15.1％）の減となっている。
　主な内訳として、物件費が委託料の増加等により2,278百万円（3.4％）の増、積立金が財政調整
基金やその他特定目的基金等への積立が増加したことにより10,453百万円（54.3％）の増となって
いる一方、補助費等が定額給付金事業の終了により17,761百万円（27.8％）の減となっている。

ウ．その他経費



第５表　　性質別歳出決算の状況　　
<Ｈ21決算額> （単位：千円、％）

義務的経費
人件費

　　扶助費
公債費

投資的経費
普通建設事業費

補助事業費
単独事業費

災害復旧事業費
失業対策事業費

その他経費
物件費
維持補修費
補助費等
積立金

　　投資及び出資金
　　貸付金
　　繰出金
　　

（注）１　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。
（注）２　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。
（注）３　義務的経費、投資的経費及びその他経費の各々の構成比の計と合計値は端数調整のため一致しない場合がある。

（注）１　端数調整により各々の内訳の計が合計値と一致しない場合がある。

（注）２　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。

（注）３　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。
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0.2
8.8

区     　　分
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46.3
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21.9
8.9

21.1
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14.3
6.6

29,694,553
46,125,366

41,334,022
847,411
489,937

0

－ 

△ 0.1

市　　町　　村　　計

決算額 構成比 増減率
289,487,373
96,939,039

137,182,025

131,608,029

18.6
99.9

△ 82.4
1.4

△ 3.1
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35.8
16.1
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9.0

25.1
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122,500
14,813,717

67,742,457
23,694,046

959,767
18,110,359

14,820,008
279,559
239,941

0

－ 

4.4

町　　村　　計

決算額
61,996,757
27,898,840
18,542,445
15,555,472

43,419,027
43,179,086

82.1
5.3

△ 4.9
△ 0.7

0.0

100.0

増減率
8.9

△ 4.1
22.9

15.6
△ 30.6

532.7
－ 

4.4
0.0
0.2
8.8

4.2
4.0

0.6
6.2

△ 2.2
4.1

11.2
△ 32.8

0

452,424,419

19.5
13.6
5.9
0.1
0.1
0.0

30.1
9.9

19,716,526
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39,986,244
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44,807,870
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26,514,014
567,852
249,996

0

55,366,309

132,097,966
88,428,943
61,347,077

8.8

28,079,519 89,426,596

39,810,837

0.1

△ 1.4

都　　市　　計

構成比

26.2

227,490,616
69,040,199

118,639,580

88,678,939

50.3
15.3

決算額

19.6

その他の経費
 32.6%

義務的経費
 46.3%

投資的経費
 21.1%

扶助費 21.9%

人件費 15.5

その他 5.5

繰出金 8.8

補助費等 7.4

物件費 11.0

単独事業費 6.6

その他の投資 0.2

補助事業費 14.3
公債費 8.9

（単位：％）

第７図　性質別決算額の構成比（市町村計）



年度　

（注）１　H13以降、全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除く。
（注）２　H5及びH6の数値は、ＮＴＴ債償還金を除く。

（注）１　H13以降、全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除く。
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（単位：％）第８図　性質別歳出決算額構成比（都市・町村別）

第９図　普通建設事業費（補助）の構成比の推移

第10図　普通建設事業費（単独）の構成比の推移

年度



 　

（単位：千円、％）

義務的経費
人件費
扶助費
公債費

投資的経費

補助事業費
単独事業費

その他経費
物件費
補助費等
積立金
繰出金
その他

歳出充当額計

（注）１　一般財源等とは、一般財源のほかにその使途が制約されていない収入額の合算額である。
（注）２　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。

（注）３　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。

（注）４　その他投資的経費欄は、災害復旧事業費及び失業対策事業費の合計額である。

（注）５　その他経費のその他欄は、維持補修費・投資及び出資金・貸付金・前年度繰上充用金の合計値である。

（注）６　構成比については、各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。

（注）１　全国データとの関係から、平成21年度決算額による比較である（全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除く。）。

（注）２　各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。
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第６表　一般財源等の充当状況

一般財源等の総額は395,150百万円で、前年度に比較し17,544百万円、4.6％の増となっている。各性質別経

費に対する一般財源等の充当状況（構成比）をみると、義務的経費充当分が46.0％で最も高く、うち人件費が

費の補助事業費が1.8％、単独事業費が5.5％となっている。その他経費充当分は40.7％となっている。

24.7％、扶助費9.1％、公債費14.1％）と2.9ポイント高くなっている。　　
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なお、平成21年度の決算額で、義務的経費に係る一般財源等の充当状況（構成比）を全国（平成21年度）と比

較してみると、全国の45.0％（うち人件費22.5％、扶助費6.2％、公債費16.3％）に対し、本県は47.9％（うち人件費
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第11図　平成21年度における一般財源等の充当状況（全国・沖縄）
（単位：％）



５ 　主な財政指標
（１）　 財政力指数の状況

（注）　全国の数値は大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。財政力指数は３カ年平均である。また、単純平均である。

（２）　 経常収支比率等の状況
　
れる経費に充当される一般財源の割合で、財政構造の弾力性を示す指標となっており、通常、都市75％、町村70％程度が
適正とされている。

本県市町村の経常収支比率（減税補てん債及び臨時財政対策債込み）の平均は84.5％で、前年度（88.4％）に比較し3.9ポ
イント改善したが、５市町村が90％以上となっている。

主な内訳をみると、人件費が26.0％（Ｈ21：28.9％）で最も高く、次いで公債費15.6％（同16.9％）、物件費12.5％（同12.8％）、
扶助費11.6％（同11.0％）、繰出金10.0％（同10.6％）、補助費等8.2％（同7.6％）の順となっている。

を下回る傾向にあるものの、通常適正とされる数値を大幅に上回っており、財政の硬直状態は続いている状況にある。

（単位：％）

人件費 扶助費 公債費 物件費 繰出金

（注）１　平成12年度の経常収支比率は、減税補てん債込みの数値である。

（注）２　平成13年度以降の経常収支比率は、減税補てん債及び臨時財政対策債込みの数値である。

（注）３　平成18～20年度の経常収支比率、起債制限比率、実質公債費比率は加重平均であり、それ以外の比率はすべて単純平均である。

（注）４　平成21、22年度の財政力指数は単純平均であり、それ以外の比率は全て加重平均である。
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第７表　経常収支比率等の推移
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年度

35.5
35.1

36.1
31.9
31.2
29.7 10.6

21.592.1
91.9

3.4
4.2
4.6
4.6

町　   村

平成21年度

年　　　度

平成13年度
平成14年度

平成18年度

平成12年度

都　   市

平成15年度
平成16年度
平成17年度

20.4
20.8

0.26
0.27

0.31
0.34

17.0

5.2

85.3
86.7
88.6
89.6

89.5
90.4

7.0

財政力
指 数

0.28
0.30

0.34
0.35
0.35
0.35

0.51
0.28

公 債 費

負担比率

15.1
15.7
16.1
16.5

12.5

14.4
13.6
13.5

－

17.2
17.3
17.2

14.1

13.6

16.2

11.8

費 比 率

実質公債

－
－

－

経常収支

比 率

左　　　　　の　　　　　内　　　　　訳

85.8
81.2

平成19年度
平成20年度 13.2

12.7

12.2
10.8

－

0.15と県平均を大きく下回っている。

経常収支比率は、地方税、普通交付税などの経常的な収入に対する人件費、公債費、扶助費等の毎年度経常的に支出さ

なお、本県の平成21年度の経常収支比率を全国平均（Ｈ21：91.8％）と比較すると3.4ポイント低くなっている。近年、全国平均

財政力指数は、地方交付税の算出に用いられた基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去３カ年の平均値で、
地方公共団体の財政力を示す指数である。本県市町村の平成22年度の財政力指数の平均は0.34で、全国平均（Ｈ21：0.55）の
６割程度となっている。

都市・町村別でみると、都市0.51、町村0.28となっており、都市・町村間の格差は大きい。また、離島市町村だけをみると、
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（注）１　全国の数値は、大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。

（注）２　平成12年度の比率は、減税補てん債込みの数値である。

（注）３　平成13年度以降の比率は、減税補てん債及び臨時財政対策債込みの数値である。

（注）４　平成17年度までの比率は単純平均、平成18年度以降の比率は加重平均である。

　 実質公債費比率の状況
実質公債費比率は、地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債

費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるもの
を除く）に充当されたものの占める割合の過去３年度分の平均値である。地方債協議制度への移行に伴い新たに導入された
もので、18％以上の団体は地方債の発行に際し許可が必要となり、25％以上の団体は「地方公共団体の財政の健全化に関

平成21年度決算に基づく実質公債費比率の平均は12.7％（加重平均）となっており、主に過去の起債を繰上償還したことに
より、前年度より0.5ポイント低下した。

このうち、比率が18％以上の団体は４団体、そのうち25％以上の団体は３団体である。

（注）１　全国は、大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。
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６ 　将来にわたる財政負担
（１）　 地方債の状況

 平成22年度末地方債現在高は561,373百万円で、前年度末（545,928百万円）に比較し15,445百万円、
2.8％の増となった。

特に臨時財政対策債の増加が顕著で、前年度末（133,493百万円）に比較し、19,545百万円、14.6％増
の153,038百万円となった。

（単位：千円、％）

地方債現在高(A)
増減率

増減率
標準財政規模(B)

（注）平成２０年度の標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額を含んだ額である。

（２）　 債務負担行為の状況
平成22年度末における債務負担行為による翌年度以降支出予定額は51,531百万円で、前年度

（45,709百万円）に比較し5,822百万円、12.7％の増となっている。
地方債と同様、将来の財政負担を生ずる債務負担行為についても十分に留意する必要がある。

（単位：千円、％）

増減率
標準財政規模(B)

0.165

平成21年度
45,709,300

△ 4.1
295,754,991

0.107

平成22年度
8,051,385

△ 9.8
87,573,606

0.092

平成21年度
8,928,278

13.2
83,185,856

平成21年度
36,781,022

△ 7.6

平成22年度
43,479,919

18.2

第９表　債務負担行為額（翌年度以降支出予定額）の状況

区　　　　　　　　分

翌年度以降支出予定額(A)

標準財政規模に対す
る倍率(A)/(B)

都　　市　　計 町　　村　　計

212,569,135

0.173

224,116,340

0.194

第８表　地方債現在高の状況

標準財政規模に
対する倍率(A)/(B)

区　　　分

うち臨時財政対策債

都　　市　　計 町　　村　　計 市　町　村　計

404,525,019
平成21年度

1.903

4.0
109,807,105

16.9
224,116,340

1.6
93,902,329

12.0
212,569,135

420,633,302

1.877

平成22年度 平成21年度
141,402,680

△ 0.2
39,590,946

9.5
83,185,856

1.700

平成22年度
140,739,251

△ 0.5
43,230,696

9.2
87,573,606

1.607

平成21年度
545,927,699

1.1
133,493,275

11.2
295,754,991

1.846

平成22年度
561,372,553

2.8
153,037,801

14.6
311,689,946

1.801

市　町　村　計

0.155

平成22年度
51,531,304

12.7
311,689,946
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6,922
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72,196

87,895
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第16図　地方債現在高の推移



（３）　 積立金の状況
積立金の平成22年度末現在高は122,777百万円で、前年度末（103,146百万円）に比較し19,631百万円、19.0％の増とな

っている。
その内訳をみると、財政調整基金が53,567百万円で、前年度に比較し11,983百万円、28.8％の増、減債基金が19,973

百万円で2,285百万円、21.4％の増、その他特定目的基金が56,238百万円で5,364百万円、10.5％の増となっている。
総額で見た場合の積立金現在高は近年増加しているが、財政調整基金や減債基金の残高が標準財政規模を上回る団

体がある一方で、標準財政規模に対する割合が10％未満の団体もある等、団体間の格差が大きい。

（単位：千円、％）

減債基金
その他

56,237,933 10.5

311,689,946

39.4

1,306,500

12,972,502

28.8

21.4

122,776,954 19.0

53,566,519 28.8

34.9

6.2

11.9

11.9

15.6

0.3

1,014,243

10,687,486

50,874,414

295,754,991

65.9

11.8

17.9

17.9

3.9

7.1

941,502

増減率 増減率

51,625,864

23,958,799

10.1

14.9

57,708,956

28,245,056

103,145,875

41,583,975

町　　村　　計 市　町　村　計
平成21年度末 平成22年度末

5,225,656

標準財政規模に対する

倍率(A)/(B)*100

平成21年度末
増減率

798,627

5,461,830

22,205,235

83,185,856

62.129.0

平成22年度末
増減率

14.9

22.6

2.8

5,673,272

23,790,628

7,299,230

87,573,606

32,447,305 13.2

212,569,135 224,116,340

24.2

平成22年度末
増減率

65,067,998 26.3

25,321,463 43.7

2,301,951 43.7

39.7

第10表　積立金現在高の状況

51,520,011

区　　　　　　分

積立金現在高 (A)

都　　市　　計
平成21年度末

１団体あたり
財調基金

17,625,176

1,602,289

特定目的基金

標準財政規模 (B)

増減率

2.6

8.1

8.1

9.1

28,669,179 △ 1.6

財政調整基金

　 第17図　 積立金現在高の推移空欄
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